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論  文       

日本企業の海外事業展開が日本企業の国際競争力に及ぼす

影響及び今後の課題：新しいイノベーションの視点 

手島 茂樹 Shigeki Tejima 
二松学舎大学 教授 

(財) 国際貿易投資研究所 客員研究員  

 主旨 

日本企業の海外事業展開は、その国際競争力強化と世界市場拡大に寄与

する一方で、海外展開に際しての生産システムの標準化が、世界的な「汎

用品化」を供給面から促進することを通じて、その国際競争力を毀損する

と同時に、アジア企業の国際競争力強化に資するという二面性もある。本

稿では、日本企業の海外直接投資とアジア企業の勃興の相互作用のメカニ

ズムを解明すると共に、日本企業にとって、その国際競争力再生のために

は、アジアという場において、「新しい破壊的イノベーター」から「新し

い革新的イノベーター」への変容を再度、実現することが喫緊の課題であ

ることを、主に、イノベーションの視点から論ずる。 
 

 

Ⅰ．海外直接投資の二面性 

 

日本企業の海外事業展開には、二

面性がある。プラスの面では、貿易

摩擦や傾向的な円高のリスクを回避

しながら、海外の低い生産コスト等

を利用することによって、日本企業

の国際競争力を増強し、世界市場で

のシェア拡大に貢献する。その一方、

日本企業固有の競争力を毀損し外国

企業の競争力を強化する面もある。 

上記の日本企業固有の国際競争力

は、二重の意味で「より高品質であ

り、かつ、より低コスト・低価格」

な差別化商品を先進国市場に供給す
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ることによって確立されてきた。二

重の意味とは、一つには、競合先で

ある欧米企業の製品との対比におい

て、「より高品質、より低コスト・低

価格」な「特殊品」（注 1）の供給とい

うことであり、もう一つには、過去

の自社製品との対比において、「より

高品質、より低コスト・低価格」の

実現という意味である。 

この日本企業固有の国際競争力を、

J. ダニング（Dunning）の O, L, I 

Advantages（折衷理論）の枠組みで

考えると、「より高品質であり、かつ、

「より低コスト・低価格」の製品を、

高付加価値・高品質な製品に高価格

を支払う用意のある、先進国等の大

規模市場」（これを「ファースト・ベ

スト市場」と定義する（注 2））に供給

することおよびⅢ．で論ずるように、

その裏づけとなる「取引費用の最小

化」の達成が、日本企業の「企業固

有 の 優 位 性 （ Ownership （ O ）

Advantage）」となる。取引費用最小

化のためには、当該企業、取引相手

先企業及びこれら企業を構成する人

的資源が、「短期の（現在の）取引に

おける機会主義的利益よりも、長期

の（少なくも数期にわたる）取引継

続の利益を選好する」という「日本

型選好」に従って行動する必要があ

る（同じくⅢ．で後述）。こうした要

件を満たす人材及び企業が存在する

日本という立地にこそ日本企業の

「立地の優位性（Location（L）

Advantages）」がある。 

次に、「日本型選好」をもつ「日本

型の人材」が、その選好に基づいて、

取引費用の最小化を達成するために

は、いわゆる終身雇用制度、時間を

かけた能力形成に基づく勤務評定・

選抜と昇進、退職金制度、企業内年

金・保険等の諸制度を備えた企業組

織が必要である。筆者はこうした、

取引費用最小化を効率的に達成する

ための、日本企業の組織を TCM（取

引 費 用 最 小 化 ： Transaction Cost 

Minimization）型組織と呼んでいる（注

3）。日本企業にとって TCM 型組織を

確立することが折衷理論の「内部化

の 優 位 性 （ Internalization （ I ）

Advantage）」に相当する。 

以上を取りまとめると、図 1 にみ

るように、「取引費用最小化」（O 

Advantage）と「日本型選好」（L 

Advantages）と「TCM 型組織」（I 

Advantage）とが三位一体となって、
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日本企業の国際競争力の根源を形成

している。なお、企業を取り巻く社

会的諸制度として、①基本的に新卒

者のみに開かれ、途中転職者等には

不完全な形でしか存在しない労働市

場、②企業内での人材育成を前提と

した社会慣行、③企業年金・保険が

優遇される社会保障制度、④株主よ

りも従業員等のステークホルダーを

重視する企業社会、等の日本の社会

的な諸制度等も日本企業の競争力を

強化する重要な「立地の競争優位（L 

Advantages）」である。 

日本企業は、こうした日本企業の

国際競争力の特性に鑑み、海外事業

展開に当たり、二つの対応を行って

きた。第一に、その競争力の源とな

る生産システムを、可能な限りその

まま移転しようとする「対応策 1」

であり、海外事業展開に当たっては、

徹底した従業員教育等によって、投

資先国の「非日本型選好」（長期の取

引継続の利益を選好するよりも、短

期の取引における機会主義的利益を

選好）をもつ従業員、取引先企業に

対して「日本型選好」を植えつける

ことを目標とした。しかし、投資先

国の「非日本型選好」は社会の慣習、

文化、価値観に根ざすものであるこ

とから、「日本型選好」を定着させる

のは容易でなく、また、これに成功

しても、「非日本型選好」に適した現

地の社会的諸制度まで変えるのはさ

らに困難なため、海外では、日本国

内における競争優位を完全に回復す

るまでには至らないことが大きい。 

第二の、「対応策 2」では、投資先

国には、「非日本型選好」をもつ「非

日本型」の人材及び企業が多いこと

に鑑み、日本企業が確立した暗黙知

の多い量産技術と生産システムを

「標準化」して、誰にでも明示的に

理解可能なものに転換することによ

って、「非日本型選好」を持つ企業・

人材との取引費用を低めること（す

なわち、「現地化」）を図り、第三国

（主に米国・EU 諸国）市場及び日

本市場向けの生産・輸出拠点を確立

することに成功してきた。特に、東

アジア等では、「対応策 2」による生

産・輸出拠点の成功が顕著である。 

しかし、この「対応策 2」の適用

の結果、図 1 で示した、日本企業の

三 位 一 体 の 競 争 力 （ O, L, I 

Advantages）は失われる。さらに、「対

応策 2」では、現地企業、人員の「非
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日本型選好」を積極的に変えようと

はしないがゆえに、現地の企業及び

人員の機会主義的行動のリスクは

「対応策 1」よりも高く、標準化さ

れた技術や生産システム上のノウハ

ウは容易に流出する。 

しかし、見方を変えれば、この「対

応策 2」は、投資先国の企業及び人

員への一次的及び二次的技術移転

（前者は親会社が海外子会社に対し

て「意図して」行うもの、後者は、

「意図せざる」技術流出）を通じて

アジア企業の国際競争力の涵養に大

いに貢献している。アジア企業に十

分な技術受容能力がある場合には、

日本企業が「標準化した」量産技術

と生産システムを、効率的に吸収す

ることが出来、それによって、強力

な 「 破 壊 的 イ ノ ベ ー シ ョ ン

（destructive innovation）」（C. クリス

テンセン、2001）による激しい価格

競争を日本企業に対して仕掛ける能

力形成の機会を得たと考えられる。 

こうしたアジア企業の強みは、標

準化された技術を用いて、より低コ

ストの生産が可能であること、およ

び、米欧日本企業との提携により国

際販路が確保されていることである。 

Ⅱ．イノベーションと日本企業の

競争力 

 

しかし、「破壊的イノベーション」

は、本来、米国等の先進国市場にお

いて、日本企業が米国企業等に対し

て行ったものである。R. ヘンダーソ

ン、K. クラークおよび C. クリステ

ンセンは、既存の大企業は、自社が

ブランドを確立した製品のモジュー

ル（一個の独立したシステムを形成

する基幹部品等）及びアーキテクチ

ュア（ハード及びソフトの製品の基

本コンセプト・基本設計）を変える

ことなく、これら製品の品質向上・

多機能化を図ることによって、既に

信頼を得ている顧客に、より高価格

で高品質の製品を売り込む戦略を取

る、として、こうした技術革新を「漸

進的（持続的）イノベーション」と

名づけた（参考文献①、⑫）。 

筆者は、このとき、当該市場は、

潜在的には、「ファースト・ベスト市

場」（先の注 1）から、「セカンドベ

スト市場（一定品質が確保されれば、

価格競争力のある製品が希求される

大規模市場）（同じく注 1）」に移行

している可能性があると考える。 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


    

68●季刊 国際貿易と投資 Spring 2011/No.83 

この状況で、ひとたび、「破壊的イ

ノベーター」が登場すれば、「顧客が

十分満足する程度の品質」であって、

より低価格の製品を、既に潜在的に

はセカンド・ベスト市場化している

市場に持ち込む。そこで、顧客が、

従来の製品を「過剰品質かつ高価格」

と明確に認識すれば、既存の「持続

的イノベーター」は速やかに、駆逐

されてしまう。言い換えれば、「破壊

的イノベーション」は、「持続的イノ

ベーション」が、市場で「過剰品質」

を生み出した間隙を縫って、急速に

「汎用品化（セカンド・ベスト市場

化）しつつある」市場に価格競争を

持ち込むことになる。 

こうした「破壊的イノベーション」

は、日本企業によって、1960 年代以

降の米国市場等において、カメラ等

の光学器械、家庭電化製品、半導体、

工作機械、自動車、建設機械等多く

の分野で継続的に行われた。 

日本企業の場合、それを可能にし

たのは、暗黙知を多く含む量産化技

術によって、一定品質の製品を、よ

り低コスト・低価格で生産すること

の出来る経営能力である。 

しかし、重要なのは、日本企業は、

欧米市場で、ずっと「破壊的イノベ

ーター」の立場に留まっていたわけ

ではなく、持続的なモジュール・イ

ノベーション（不断の部品の改良・

開発）とアーキテクチュア・イノベ

ーション（不断の設計の改良・開発）

を通じて、「破壊的イノベーション」

の担い手から、新しいタイプの「革

新 的 イ ノ ベ ー シ ョ ン （ radical 

innovation）」に転じることに成功し

たことである。筆者は、これを、「漸

進的・持続的かつ、ボトムアップ」

による、「事後的」な「革新的イノベ

ーション」（注 5）と呼んでいる。「漸進

的・持続的」というのは、組立企業

と部品企業の共同作業による開発過

程で、「モジュール・イノベーション」

と「アーキテクチュア・イノベーシ

ョン」を積み重ねた結果として、最

終的に、新しいコンセプト・性能・

品質を持つ新製品の創出、すなわち、

「革新的イノベーション」に至るた

めであり、これにより、先進国の「フ

ァーストベスト市場」において、「よ

り高品質かつ、より低コスト・低価

格」という、新しいタイプの高級品

ブランドを確立することができ、大

きな競争力を発揮した。先進国に、
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これを受容する「ファースト・ベス

ト市場」が存在する限り、「過剰品質」

の空隙は生ぜず、新たな「破壊的イ

ノベーター」が参入する余地はない。

これを供給面から可能にするのが、

Ⅰ．で述べた「取引費用（市場取引

費用＋企業内取引費用）最小化」（O 

Advantage）と「日本型選好」（L 

Advantage）と「TCM 型組織」（ I 

Advantage）の三位一体から生ずる日

本企業の国際競争力である（Ⅲ．で

詳述）。 

自動車産業を例にとれば、低価格

の小型車のコンセプトを持ち込み、

市場を開拓した際には日本企業は、

「破壊的イノベーター」であったが、

省エネ対応を進め、高燃費性能を確

立し、「より高品質・より低コスト」

の製品コンセプトを確立して、ハイ

ブリッド自動車の開発に至るプロセ

スは、明らかに、持続的な技術革新

の積み重ねの結果、より高性能の、

新しい製品コンセプトにいたる「革

新的イノベーション」といえる。 

 

Ⅲ．「漸進的・持続的」な、「事後

的」な「革新的イノベーショ

ン」に至る取引費用最小化 

 

Ⅱ．のイノベーションに必要な新

製品の共同開発プロセスでは、不断

の極秘技術情報の受け渡しと相互の

真摯なアイデアの提供・共有による

相乗効果が必要になるが、これは、

「企業の競争力に直結する最高度の

情報」という最も特殊度の高い資産

（先の注 1）の企業間での授受を意味

し、企業内及び企業間での取引費用

は、格段に大きくなるため、効果的

な新製品の共同開発プロセスは、「日

本型選好」を堅持する組立企業・部

品企業間の緊密なクローズド・ネッ

トワークの中でしか実現し得ない。 

部品開発に際しての企業内取引費

用曲線（C1 Curve, C1* Curve）、市場

取引費用曲線（C2 Curve, C2* Curve）、

戦略曲線（ST Curve, ST* Curve）を

表す図 2 において、「日本型選好」を

取る TCM 型組織の組立企業が、同

じ TCM 型組織の部品企業に「特殊

品」としての中間財開発を外注する

場合には、当該組立企業に対する永

続的な開発分担者としての役割の継
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続を「日本型選好」の部品企業が望

むので、組立企業はこの部品企業へ

の開発発注を、信頼感を持って行い、

取引費用（企業内取引費用 C1 と市

場取引費用 C2 の総和である戦略曲

線 ST によって表される）を戦略曲

線 ST 上の J 点（基幹部品の最適内

部開発率）で最小化できる。 

したがって、「日本型選好」を取る

TCM 型組織の組立企業は、基幹部品

の主要部を自ら開発し、周辺部を部

品企業に開発発注するという、関連

企業間の濃密な関係に基づく「部分

的に」垂直的な、一種の共同開発を

行うことによって、基幹部品開発に

伴う取引費用を最小化できる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 日本企業の O, L, I Advantage 

（筆者作成 2010） 

　日本企業（製造業企業）の国際競争力（ＪＯＡ）
　（日本企業固有の優位性　Ｏ　Ａｄｖａｎｔａｇｅ）

　「ファーストベスト市場」における
　高品質・低コストでの製品供給・製品開発

　取引費用（市場取引費用プラス企業内
　取引費用）の最小化に基づく

　日本企業の「ＴＣＭ（Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎ　Ｃｏｓｔ　Ｍｉｎｉｍｉｚａｔｉｏｎ）
　型組織」（日本企業の内部化の優位性　Ｉ　Ａｄｖａｎｔａｇｅ）

　日本型選好を促進・強化し、取引費用の最小化を達成する
　企業内の諸制度

　　日本の立地の優位性　Ｌ　Ａｄｖａｎｔａｇｅ

　　（１）企業及び人材の「日本型選好」
　　（取引に当たり、短期の機会主義的利益よりも
　　取引の長期継続の利益を選好する。）

　　（２）ＴＣＭ型組織を補完し、取引費用最小化を
　　達成するための社会的諸制度
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こうした組立企業と部品企業間で、

最も効率的な、一種の共同開発が達

成可能なのは、組立企業と部品企業

との間に、共に、「日本型選好」に沿

って行動し、機会主義的に行動する

ことはない、という、TCM 型組織同

士の強い暗黙の合意が存在するため

である。 

また各企業内の従業員も「日本型

選好」に基づいて行動する（日本企

業の TCM 型組織の構成員）ため、

経営者と従業員との間に、機会主義

的に行動することはないという、相

互の強い信頼感があるためである。 

仮説的なケースとして、当初部品

企業が当該基幹部品群、すなわちエ

ンジン全てを開発して、組立企業に

供給していたとする。このとき、組

立企業にとっての取引費用、すなわ

ち、部品企業にとっての開発の機会

主義的利益は最大である。組立企業

がエンジン開発についてのノウハ

ウ・知識・経験・技術等を何も持た

なければ、可能な限り高く開発費を、

図２ 部品開発に際しての企業内取引費用曲線、市場取引費用曲線、戦略曲線 

（筆者作成 2010） 

 ST* Curve
取引費用
Transaction Cost

　　　　　W* C2* Curve

     ST Curve
C1* Curve

　　　　　W

C2 Curve        C1 Curve
         J

　　　　20　　　　　40　　　　　60　　　　　80　　　　　100

部品内部開発（および内製）率
Internal Parts Development ( Production) Rate (α%)
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部品企業は請求しようとする。しか

し、この膨大な市場取引費用を回避

するため、組立企業が新たに、最も

付加価値の高いエンジン、例えばハ

イブリッド型のエンジンから、より

付加価値の低いエンジンまで、順次

開発する戦略をたて、まず、最重要

のハイブリッド型のエンジンの開発

を開始すれば、「日本型選好」を持つ

部品企業は、直ちに、組立企業にと

っての取引費用（部品企業にとって

の開発の機会主義的利益）を大きく

削減しようとする。組立企業のため

にエンジンを開発して供給するとい

う契約関係を継続したい「日本型選

好」を持つ部品企業にとって、こう

した組立企業の自主的なエンジン開

発開始は大きな脅威であり、継続的

な部品の開発・供給の目的を損なっ

てまでも、個々の取引で機会主義的

に行動する動機はない。組立企業が

行動を起こした以上は、むしろ部品

企業自身の機会主義的行動について

は可能な限り控えめにして、それ以

上の組立企業の自主的なエンジン開

発の範囲の拡大を阻止することが重

要である。しかし、組立企業の自主

的なエンジン開発が進展して、より

付加価値の低いエンジンの開発のみ

が部品企業に残されれば残されるほ

ど、残りのエンジン開発を部品企業

への発注にとどめるための部品企業

の意欲、すなわち、組立企業にとっ

ての市場取引費用（部品企業にとっ

ての開発の機会主義的利益）をあえ

て削減する部品企業の意欲は次第に

逓減する。このため、市場取引費用

曲線は、エンジンの組立企業内開発

率が増大するほど減少するが、その

減少率は逓減し、図 2 において C2

（市場取引費用）曲線は横軸（企業

内部品開発率）に対して凸となる。 

同時に組立企業にとっては、エン

ジンの中で最も付加価値の高い部品

であるハイブリッドエンジンを自ら

開発する際には、企業内取引費用は

最も小さい。当該企業にとって、そ

れが社外秘の最重要プロジェクトで

あり、関連する開発人員も限定され、

しかも企業内の人員は「日本型選好」

に基づき行動するためである。しか

し、より付加価値の低いエンジンへ

と開発が進めば開発に関係する人員

も増加し、開発に関連する情報もよ

り一般化するので、「日本型選好」に

基づき行動する人員と雖も、機会主
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義的に行動する可能性・蓋然性は逓

増する。このため、企業内取引費用

は、部品の組立企業内開発率が増大

するほど増加するが、その増加率は

逓増し、図 2 において C1（企業内取

引費用）曲線は横軸（企業内部品開

発率）に対して、凸となる。このた

め、市場取引費用 C2 曲線と企業内

取引費用 C1 曲線の総和を表す戦略

曲線（ST 曲線）は、横軸（企業内部

品開発率）に対して、凸となり、エ

ンジンという基幹部品群の開発につ

いて取引費用を最小化する組立企業

内エンジン開発率（最適開発率）を

達成する J 点が存在する。 

結論として、最も特殊度の高い（付

加価値の高い）エンジンから J まで

のエンジンについては、組立企業が

自ら開発し、それより付加価値の低

いエンジンについては関連部品企業

が開発するという、エンジン開発に

ついての垂直的な分業が成立する。 

もとより上記の議論は、理論的な

想定に基づくものであり、実際には、

上記の想定のような状況を十分に認

識している組立企業が、市場取引費

用 C2 の巨大化のリスクを回避する

ために、最初から組立企業内で、最

も付加価値の高いハイブリッド型エ

ンジンを開発し、順次、企業内取引

費用 C1 の増大を意識しつつ、ST 曲

線（＝C1＋C2）に沿って、より付加

価値の低いエンジンへと、開発を拡

げていくものと考えられる。組立企

業内のエンジン開発から、部品企業

へのエンジン開発外注の転換点は戦

略（ST）曲線上の最小化点である、

J 点（基幹部品の最適企業内開発率）

であり、組立企業からみて、企業内

取引費用が増加して、減少する市場

取引費用と等しくなり、次の瞬間に

は、これを凌駕する点ということで

認識されよう。 

この共同開発システムで、さらに

注目すべき優位性が二点ある。 

第一に、部品企業が「日本型選好」

を取ることに十分な信頼を置くこと

が出来れば、組立企業はエンジン開

発に必要な技術移転、技術援助を当

該部品企業に対して行うことにより、

部品企業の分担する部品開発コスト

そのものを引き下げることが出来る。

これは翻って、組立企業にとっても

当該部品開発のコストを引き下げる

ことにつながるので双方にとって利

益がある。同様にして、部品企業が
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組立企業の「日本型選好」へのコミ

ットを信頼できれば、自身の開発で

得た情報を組立企業にフイードバッ

クすることにより、組立企業の分担

する部品開発コストの低減に資する

ことが出来る。これにより最終製品

の付加価値が上昇し、競争力が高ま

れば、部品企業にもメリットがある。

これは両者の信頼関係があれば、機

会主義的損失を恐れることなく、両

者が高度の「特殊品」としての「極

秘情報・アイデア」を出し合うこと

によって、開発費を恒常的に削減で

きることを意味する。すなわち、図

2 で述べた取引費用削減のメカニズ

ムと平行して実現される、もう一つ

の費用削減メカニズム、すなわち、

開発費用そのものの恒常的削減メカ

ニズムである。 

第二に、「日本型選好」に基づく、

機会主義的行動回避のメカニズムは、

部品企業の供給する「特殊品」とし

ての中間財の恒常的な品質向上（広

義の開発）にも資することとなる。

なぜなら、中間財の品質向上は、最

終製品の品質向上につながり、最終

製品の市場価値を高めるので、結果

的に、当該中間財の市場価値を高め

ることにもなる。「日本型選好」のも

とでは、これは組立企業だけでなく、

部品企業にとっても利益になる。 

上記の「特殊品」としての中間財

の共同開発の議論は「特殊品」とし

ての全ての「モジュール」、「アーキ

テクチュア」に妥当すると考えるこ

とが出来るため、そのいずれの開発

プロセスにおいても、上記の開発の

際の「取引費用（市場取引費用＋企

業内取引費用）の最小化」と「開発

費用そのものの削減」および「品質

の向上」の三点の開発の利益が、図

1 で論じた三位一体の日本企業の O, 

L, I Advantage から、生ずることにな

る。 

この結果、個々の「特殊品」開発

の積み重ねによる「モジュール・イ

ノベーション」と「アーキテクチュ

ア・イノベーション」を制度的にビ

ルトインすることになり、これらの

持続的な積み重ねの結果として、「持

続的・漸進的」かつ「事後的な」現

場からのボトムアップによる「革新

的イノベーション」を生起させるこ

とになる。 

しかしながら、取引相手先の部品

企業が「非日本型選好」に基づいて
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行動していれば、組立企業にとって

の取引費用は膨大なものになり、こ

の方式は取れない。したがって、日

本企業の海外での研究開発において

は、取引相手先の選好の特性を見極

めることが極めて重要になる。 

さらに、上記の、「日本型選好」の

TCM 型組織のケースとは対照的に、

組立企業も、部品企業も、また、各

企業の従業員も「非日本型選好」に

基づいて行動する SMD（Specialty 

Market Development）型組織（先の注

3）の場合には、上記とは対照的に、

図2で、企業内取引費用曲線はC1*、

市場取引費用曲線は C2*、そして、

戦略曲線は ST*、の形状となる。こ

のため、特殊度が十分に高い部品の

開発に際し、SMD 型の組立企業は、

取引費用を可能な限り削減するため

には、部品企業への発注は出来ず、

自社内での開発しか手段がない。し

かし、図 2 で SMD 型組織の総取引

費用 W は、日本企業の J よりも大き

い。さらに組立企業と部品企業相互

の開発情報の交流が開発コストの低

減や品質の向上に資することも期待

出来ない。このため、SMD 型組織で

は、「持続的・漸進的」かつ「事後的

な」現場からのボトムアップによる

「革新的イノベーション」の生起は

期待できない。 

 

Ⅳ．現在直面する課題 

 

しかし、日本企業が現在直面する

課題は、「持続的・漸進的」かつ「事

後的な」現場からのボトムアップに

よる「革新的イノベーション」が十

分な競争力を発揮できる領域が狭ま

っていることである。 

世界規模での「汎用品化」並びに

「先進国経済（市場）の低迷と発展

途上国・新興国経済（市場）の急成

長」が、加速する現代世界では、日

本企業は、上記のアジア企業の「破

壊的イノベーター化」という、供給

サイドの課題ばかりでなく、需要サ

イドにおいても危機に直面している。

すなわち、先進国においても発展途

上国・新興国においても、「セカンド

ベスト市場」が急速に拡大している。

日本企業は、自社の競争力を活かす

ことのできる「ファースト・ベスト

市場」の低迷と価格競争力のあるア

ジア企業が優位性を持つ「セカン

ド・ベスト市場」の拡大の中で、改
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めて原点に戻り、自社の国際競争力

を活かすことの出来る大規模市場を

創出する必要がある。 

そのためには、日本企業は、拡大

するアジアの「セカンドベスト市場」

において、当面は、かつての北米市

場とは別の意味で、再度、「新しい破

壊的イノベーター」として登場する

必要がある。しかし、より重要なの

は、中長期的な視点から、アジア（あ

るいは世界）の新興国を起点として

世界全体の「ファーストベスト市場」

を目指すようなグローバルなブラン

ド価値を持つ製品を開発する「新た

な革新的イノベーション」を進める

ことである。「新しい破壊的イノベー

ション」はそのための導入部と位置

づけることが出来る。 

「新しい破壊的イノベーター」は、

新興国「セカンドベスト市場」の価

格志向に配慮してある程度の価格競

争力を強化しつつ、市場の選好をよ

り高付加価値・高品質に誘導するよ

うな新製品を開発することが必要で

ある。その目的は、所得が急増する

新興国市場の潜在的な高付加価値・

高品質への選好を開発し、「ファース

ト・ベスト市場」創出を実現するた

めの布石を行うことである。同時に、

ある程度の価格競争力をつけること

は不可避でもあるため、国際的サプ

ライ・チェインの見直しや、EMS 企

業の適切な利用も必要になる。 

これは、Ⅱ．で述べた、過去に米

欧市場において日本企業が成功した

独自の戦略の応用であるが、新興国

市場の最大の特徴は「不確実性」で

あり、ハイリスク・ハイリターンの

戦略志向が先進国市場以上に求めら

れる。すなわち、急進的なトップダ

ウンからの「革新的イノベーション」

が必要とされることが多くなる。ま

た、「新しい破壊的イノベーション」

と急進的な「革新的イノベーション」

の成功のためには、現地市場の特性

の熟知・将来の発展可能性の適切な

洞察が必要不可欠であり、それを実

現するためには、現地人材を有効に

利用する必要がある。こうした外国

人材の吸引力という意味でも、「非日

本型選好」の SMD 型組織が必要と

なる。このため、トップダウン型の

経営のパラダイムに適した SMD 型

組織を現地及び日本の本社において

確立し、従来の TCM 型組織と並列

させることが必要不可欠である。日
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本国内外の企業グループで雇用した

現地人材及び世界人材は、その業績

次第で、日本国内の SMD 型組織本

社の経営トップまで到達する道が確

保されなければならない。これが、

従来の競争力は保持しつつ、新しい

競争力獲得するための TCM/SMD 並

立組織（先の注 3）の考え方である。 

但し、中長期的な視点からは、急

進的な「革新的イノベーション」と

日本企業固有の持続的・漸進的な「革

新的イノベーション」の競争力の融

合・組織の融合が必要となる。 

こ の 中 長 期 課 題 の 達 成 が 、

TCM/SMD 融合型組織（先の注 3）

の一つのゴールとなる。 

以上 

 

注 

（注 1） 特殊品：O. ウイリアムソンのいう

Asset Specificity の高い中間財であ

り、手島の定義する『特殊品

（Specialty）』としての中間財。参

考文献②－⑫参照 

（注 2） 「ファースト・ベスト市場」と「セ

カンド・ベスト市場」：参考文献⑦

－⑩参照 

（注 3） TCM 型組織、 SMD 型組織、

TCM/SMD 並立型組織、TCM/SMD

融合型組織：参考文献⑤－⑩参照 

（注 4） 「汎用品化」：参考文献④－⑩参照 

（注 5） 「漸進的・持続的かつ、ボトムア

ップ」による「事後的」な「革新

的イノベーション」：参考文献⑦－

⑩参照 
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